
 

施設使用料の検証状況について 

 

  施設使用料については、平成２７年度に改定し、見直し後３年が経過した平成

３０年度に見直しについての検証を行っています。 

検証サイクルについては、行財政改革実施計画の策定時期に合わせ、５年ごと

としていることから、今回、次のとおり施設使用料の検証を行いました。 

                  

１ 受益者負担率の検証 

適正な施設使用料の算定にあたり、施設分類ごとに受益者負担率の目標値を

設定しており、今回検証時点の実績値は下表のとおりとなっています。新型コロ

ナウイルス感染症の影響により令和２年度以降は収入が減少した施設が多く、

また令和４年度からは電気料・燃料費等の物価高騰が続いており、平常時の値と

は言い難い状況となっています。 

〇受益者負担率の実績 

受益者負担率 市民文化系施設 スポーツ・レクリエーション系施設 

ホール 体育館 野球場・テニス場他 

目標値 ５０％ ５０％ ５０％ 

Ｈ２６（改定前） ３３．１％ ２８．２％ １７．０％ 

Ｈ２７（改定後） ３７．６％ ３２．１％ ２１．０％ 

Ｈ２８ ３８．９％ ３３．５％ ２３．３％ 

Ｈ２９ ３８．３％ ３３．７％ ２１．９％ 

Ｈ３０ ３６．５％ ３０．４％ ２０．５％ 

Ｒ元 ３６．０％ ２９．６％ １８．０％ 

Ｒ２ ２２．６％ ２５．１％ １７．０％ 

Ｒ３ ３０．９％ ２７．０％ １６．６％ 

Ｒ４ ３５．４％ ２６．２％ １８．４％ 

  ※網掛けは改定前（Ｈ２６）の受益者負担率を下回った年度。 

２ 検証結果 

施設の維持管理経費は年々上昇傾向にあり、施設使用料の改定を検討してい

く必要がありますが、上記のとおり、施設運営に大きな影響を及ぼした新型コロ

ナウイルス感染症については、令和５年５月８日から感染症法上２類相当から

５類に移行したものの、平常時とは言い難い状況であることから、今回の施設使

用料の改定は見送ることとします。 

３ 今後の方針 

令和８年４月改定を目途に、令和５年度以降の実績や社会情勢等を踏まえて、

次年度以降に再度検証を行います。 
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